
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２０１６年７月２４日               NO,４８９ 

 

 昭和５４年（１９７９）に建築された沼田小学校西校舎の耐震補強及び

大規模改造建築工事の請負契約が、２億１千６０万円で落札した沼田土建

株式会社と締結することが６月定例市 

議会で決まりました。 

 今回の入札には、７社が参加し、地 

域貢献や施工実績なども加味した一般 

競争入札でおこなわれました。 

 １回目の入札では、すべての会社が 

予定価格を上回り、２回目の入札で沼 

田土建株式会社が落札しました。 

 成孝院の板碑       

 成孝院の参道には、板 

碑が複数基あり、なかに 

は 600 年以上も前のも 

のもあります。 

 板碑は、鎌倉時代から 

安土桃山時代にかけ、関 

東の武士が秩父の緑泥片 

岩を使って作った塔婆で、概ね梵字と蓮の花弁の図柄が見ら

れ、薄根地区からは十数基発見されたといわれています。 

大釜の奇岩群 

   四釜川は、みなかみ町と接する尼ケ禿山（あまがはげやま１，

４６６㍍）を源とし、硯田町で薄根川に合流し、利根川へと流    

れる清流です。 

   途中の大釜町には、凝  

灰岩の岩塊があり、四釜

川沿いには、蛙岩、御大

師講岩、屏風岩、天狗岩、

恵比寿岩と名付けられた

奇岩群があります。 

   清流沿いに奇岩が、静

かにたたずんでいます。 

 国は、国民健康保険を都道府県でおこなう広域化をす

すめていますが、都道府県に医療費削減の目標の設定を

求め、医療費が削減された市町村には財政面で優遇する

ことや一般会計から国民健康保険特別会計への繰り入れ

の抑制などが検討されています。 

 国から地方の国保の財政支援がおこ 

なわれていますが、「広域化」のなかで 

は国の財政支援は不透明で、加入者の 

負担が増えることが心配されています。 
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 「白沢ふるさとまつり」が 17 日、望郷の湯駐車場で開

かれ、白沢町の 7 地区から御輿が参加し、威勢よく会場

を練り歩きました。 

               まつりのオープニング

では、二荒太鼓の演奏と

上州真田武将隊の演武が

おこなわれました。 

               「白沢ふるさとまつり」

は、今年で 23 回目とな

りました。 

 大東議員は、TPP と地域経済について一般質問をおこない、市長は TPP

よる市民生活、市経済への影響について「国の試算では GDP が増加するな

どのメリットがあるが、農業に限らず、医療や建設分野など広く日本経済

や社会に影響を及ぼすことが懸念されている」「農業を基幹産業とする本市

にとっては、大きな影響を及ぼすことが危惧される」と答えました。 

 TPP について市長の見解を求めた大東議員に「TPP は国の専権事項」と

答え、明確な見解は示しませんでした。 

 地域内循環経済の地域経済の活性化について市長は、「地域の個性や資源

等を生かし、市外から所得を獲得し、市内で循環させるため、農業、工業、

商業等の連携について研究したい」と答えました。 


